

















































　The purpose of this research is to extract some consideration to the governor in formulating the education budget in 
order to secure superiority in the governorate election. If the candidate for the governor's election positions the making of 
educational expenses as an important issue,and if it is connected to administrative services of education for citizens, even 
for the side of the governor department, It is thought that some consideration may be given.
 Regarding research methods, from the tendency of secular change of the initial budget and educational expenses, and the 
situation of the governor's election, it is intended to grasp consideration to the governor while extracting and verifying 
unique phenomena.
　The results of the research are based on the calculation of the educational expenditure budget for the 1970 (Showa 
45), 1974 (Showa 49), 1978 (Showa 53), 1982 (Showa 57) and 1994 (Heisei 6) , It seems that there was sufficient 
consideration for securing the superiority in the governor's election. In other words, in formulating the educational 
expenditure budget, it can be inferred that consideration of securing the superiority of the elections by the governor 
department worked.
キーワード：一般会計予算，教育費，予算編成過程，知事選挙，政治的影響
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































S.22,4,5 507,000 木村惇 47.1 太田典礼 34.8
S.25,4,20 618,000 蜷川虎三 52.2 井上清一 46.9
S.29,4,16 679,000 蜷川虎三 55.5 田村義雄 40.4
S.33,4,11 505,000 蜷川虎三 76.4 大野熊雄 15.6
S.37,4,11 643,000 蜷川虎三 57.6 植木光教 40
S.41,4,12 772,000 蜷川虎三 52.6 浜田正 46.6
S.45,4,12 1,131,000 蜷川虎三 55.9 柴田護 43.2
S.49,4,7 1,060,641 蜷川虎三 49.8 大橋和孝 49.4
S.53,4,9 1,152,062 林田ゆきお 43.9 杉村としまさ 38
S.57,4,11 1,052,754 林田ゆきお 62.8 川口ただし 37.2
S.61,4,6 862,752 あらまき禎一 61.7 吉田たかゆき 38.3
H.2,4,8 815,690 あらまき禎一 62.2 木村万平 37.5
H.6,4,10 834,671 あらまき禎一 65.4 木村万平 34.6
H.10,4,12 886,514 あらまき禎一 58.6 森川明 41.4
表４ 　 知事選挙における当選者と次点者の得票率
候補者得票内訳
当選人
当選人の
得票率％
次点
次点の得
票率%
投票総数知事選年月日
表４　知事選挙におけ 者と次点者の得票率
図６　知事選挙における当選人と次点の得票率
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４．蜷川虎三と教育
　ここでは，教育問題を知事選挙のスローガンの一つと
して掲げ，知事選挙を勝ち抜き28年間にわたって，知
事の職にあった蜷川虎三について，特に教育との関わり
について，論述する。
　蜷川虎三は，水産講習所入学後，河上肇著「近世経済
思想私論」を購入し，水産講習所の助手を辞して，河上 
肇のいる京都帝国大学経済学部選科入学し，当初は河上
肇に私淑していた。
　1927（昭和２）年に同助教授となる。漁業水産経済
学を研究していたが２年間のドイツ留学後，「統計利用
に於ける基本問題」で経済博士を取得する。しかし，教
授昇格は遅れて42歳の時の1939（昭和14）年であった。
　1945（昭和20）年に経済学部長となったが，翌年には，
戦争責任を自認し辞職する。
　それ以後，1948（昭和23）年に中小企業庁の初代長
官となったものの，吉田茂総理大臣と中小企業政策をめ
ぐって対立し1950（昭和25）年に退官し，同年，日本
社会党公認，全教と民主戦線統一会議の推薦により，京
都府知事選挙に立候補して当選する。
　以後，７期28年間知事を務めることとなる。
（1）経歴（元号表記）
 明治30（1897）年２月， 東京市に生まれる。
 大正３年３月， 東京府立第3中学校卒業
 ６年３月， 農商務省水産講習所卒業
 ４月， 同所研究科入学
 ２月， 農商務省水産講習所助手
  （大正９年12月まで）
 大正９年９月， 京都帝国大学経済学部選科入学
 12年３月， 同大学学士試験合格
 ５月， 京都帝国大学大学院入学
  経済統計学専攻
 15年４月， 京都帝国大学経済学部講師
 昭和２年３月， 京都帝国大学助教授
 10年５月， 京都帝国大学経済学部部長
 21年３月， 京都帝国大学教授を辞す。
 23年８月， 通産省中小企業庁長官
 25年２月， 通産省中小企業庁長官退官
 25（1950）年４月， 53歳で，京都府知事選挙当選
 29年４月， 京都府知事再選
 33年４月， 京都府知事３選
 37年４月， 京都府知事４選
 41年４月， 京都府知事５選
 45年４月， 京都府知事６選
 49（1974）年４月， 77歳で京都府知事７選
 53年３月， 年齢81歳のこの年，「知事選挙
  には出ない」と引退表明を行う。
 56年２月， 84歳で生涯を終える。
（2）知事と教育問題との関わり
　府政においては，「憲法を暮らしの中に生かそう」の
垂れ幕を京都府庁に掲げ，憲法記念日には，日本国憲法
前文を記した屏風を背に訓示するなど，一貫して護憲の
立場をとり続けた。
　教育行政においては，1948（昭和23）年以降，「高
校３原則」，すなわち，「総合制」，「小学区制」，「男女共
学制」を堅持して，高校選抜制度に，小学校区制の総合
選抜入試を導入した。
　1963（昭和38）年12月府議会の蜷川知事の答弁（京
都教育センター編「峠のむこうに春がある」p.108）に
おいて「…私は教育委員会とともに３原則を固執してき
たようですけれども，私はやはり若い時とはなるべく，
何と言いますか，土台を広く培っておく。戦争中に深く
耕せという言葉をよく使ったわけですが，なるべく広く
勉強さして，もう12，３の時からそろばんの稽古をし
て儲けの計算をするというよりも，それもいいけども，
同時にほかの勉強もゆっくりさせられるような状態を作
る。そのほうが伸びるのではないかと思うのです。そう
いう点で私は総合制というものを維持していきたいとい
う考えです。…」
　と高校３原則における総合制に対する考えを述べてい
る。
　「高校の問題ですが，これはできるだけ収容を多くす
る。私ども目標は一五の春に泣かせるなというのが目標
です。…」（1963（昭和38）年12月府議会での蜷川知
事の答弁，京都教育センター編「峠のむこうに春がある」
pp.106～107）
　このように「十五の春は泣かせない」というスローガ
ンの下，1948（昭和23）年以来，「高校３原則」を堅
持して，高校の選抜制度において，「小学校区制」の総
合選抜入試を導入した。これにより，受験戦争を緩和し，
中学卒業者に広く中等教育への門戸を開き高校全入運動
に応える形となった。このような教育政策のため，高校
進学率は上昇し，京都大学への合格者を輩出する高校数
も増加したが，他方，旧制中学校などの洛北高校，鴨沂
高校等の名門高校の進学実績は悪化した。また，教職員
の勤務評定制度の導入も「政府権力からの府教育への干
渉」だとして導入しなかった。
　1961（昭和36）年12月蜷川虎三知事の府議会におけ
る答弁（京都教育センター編「峠のむこうに春がある」
p.80）
　「…ところがあの学力テストではどうも調査の目的が
はっきりしていないのです。我々の聞く範囲では何を調
査するかわからない。何を調査してするかわからないで，
ただ子供の学力をテストするというようなことはいけな
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い。…」として，学力テストの目的と対象が不明な学力
テストは意味のないものとしており，京都府は未実施で
あった。
　その他にも蜷川虎三知事は，さまざまなところで教育
問題について触れている。蜷川知事の発言と行動は，当
時の教職員組合の活動方向と一にしているところがあっ
た。それは，当然ながら，当時の文部省の教育政策とは
異なるもので，「西の文部省」とも言われ，知事選挙に
おいては，自由民主党を含む非共産系候補とは教育問題
において，激突するのは当然である。
Ⅳ　終結
　1970（昭和45）年度，1974（昭和49）年度，1978
（昭和53）年度，1982（昭和57）年度，1994（平成６）
年度の教育費予算の策定において，知事選挙の優位性の
確保のための十分な配慮が働いたと思われる。つまり知
事選挙の優位性の確保という政治的影響があったといえ
るだろう。
　そもそも知事と教育委員会は，相対的独立の関係にあ
り，その趣旨を踏まえれば，知事は，教育委員会所管の
教育問題には，あまり関与や言及をしないことが普通で
あるが，蜷川虎三は，教育問題に関与ないし言及するこ
とが，たびたびあった。筆者が，蜷川虎三のこの言動に
対し関心を持ち，関係書籍や論文などにあたってみたが，
判然としなかった。推測であるが，大学教員としての教
育経験や支援団体として京教組などの教職員組合への忖
度なのではないかと思われる。
　更に，一層多面的な視角からこの研究を継続し，結果
について精査し，次回に繋げる予定である。
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